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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称 11社
PEGASUS SEWING MACHINE PTE. LTD.、PEGASUS CORPORATION OF AMERICA、
PEGASUS EUROPA GmbH、ペガサス（天津）ミシン有限公司、美馬精機株式会社、天津ペ
ガサス嶋本自動車部品有限公司、PEGASUS VIETNAM SEWING MACHINE CO., LTD.、
PEGASUS-SHIMAMOTO AUTO PARTS VIETNAM CO., LTD.、PEGASUS AUTO PARTS
MONTERREY S.A. DE C.V. 、南通ペガサス自動車部品製造有限公司、PEGASUS UNITED
ASIA SDN. BHD.

２．連結子会社の事業年度等に関する事項
美馬精機株式会社を除き連結子会社の決算日は12月31日であり、連結決算日（３月31日）と異な

ります。
連結計算書類の作成にあたっては、当該連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用して連結決算を

行っております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行
っております。

３．会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格の無い株式等以外のもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定しております。）

市場価格の無い株式等 移動平均法による原価法

② デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ 時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下
による簿価切下げの方法により算定しております。）

商 品 主に移動平均法
製 品 当社及び連結製造子会社は総平均法により、連結販売子

会社においては移動平均法によっております。
原 材 料 主に移動平均法
仕 掛 品 主に総平均法
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（2）固定資産の減価償却の方法
① リース資産以外の有形固定資産 当社及び国内連結子会社は、定率法を採用しておりま

す。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採
用しております。在外連結子会社は、主として定額法を
採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 ５〜50年
機械装置及び運搬具 ２〜20年
工具、器具及び備品 ２〜20年

② 無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウェア ５年
③ リース資産

所有権移転ファイナンス・リー
ス取引に係るリース資産
所有権移転外ファイナンス・リ
ース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方
法を採用しております。
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
を採用しております。
なお、在外連結子会社については、主に国際財務報告

基準に基づき財務諸表を作成しておりますが、国際財務
報告基準第16号「リース」(以下「IFRS第16号」とい
う。)を適用しております。IFRS第16号により、リース
の借手については、原則として全てのリースを貸借対照
表に資産及び負債として計上しており、資産計上された
使用権資産の減価償却方法は定額法によっております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 当社及び連結子会社は、売上債権等の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。在外連
結子会社は、個別に債権の回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 当社及び連結子会社において、従業員の賞与の支給に備
えるため当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上
しております。
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（4）収益及び費用の計上基準
当社企業グループは、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：履行義務の充足時に収益を認識する
当社企業グループは、工業用ミシン及び自動車部品等の販売を行っており、製品が顧客へ引き渡

された時点で顧客が当該製品に対する支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断し、
収益を認識しています。
なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第30号2021年３月26日）第98

項に定める代替的な取扱いを適用し、製品等の国内販売において、出荷時から当該製品等の支配が
顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品などを控除した金

額で測定しており、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるた
め、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

（5）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 外貨建資産又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
なお、在外連結子会社の資産及び負債は、決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均
相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ
る為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めておりま
す。

② 退職給付に係る会計処理の方法 当社及び国内連結子会社において、従業員の退職給付に
備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づ
き、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職
給付に係る負債（年金資産の額が退職給付債務を超える
場合には退職給付に係る資産）に計上しております。な
お、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当
連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定
額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）に
よる定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理することとしております。
未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の未処理
額については、税効果を調整のうえ純資産の部における
その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に
計上しております。

表示方法の変更
（連結損益計算書関係)
前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「シンジケートロー

ン手数料」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度から独立掲記にすることとしました。
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会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しておりま

す。
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結

会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

棚卸資産の評価
商品及び製品 7,078,491千円
原材料及び貯蔵品 2,848,491千円

なお、上記棚卸資産は全て、アパレルマシナリー事業の棚卸資産であり、上記原材料及び貯蔵品に
貯蔵品残高は含まれておりません。
棚卸資産の評価は、原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっており、期末における

取得原価と正味売却価額のうちいずれか低い価額を棚卸資産の貸借対照表価額としております。この
正味売却価額は期末前後の販売実績に基づく価額を基礎としております。また、正味売却価額の合理
的な算出が難しい滞留品については滞留期間に応じて評価減割合を設定し、保守完了予定品や過剰品
については過去の消費、販売実績等に基づき評価しています。この評価減割合は当社グループの各拠
点における環境や状況を踏まえて決定していますが、実際の販売や生産状況等が変化することによ
り、棚卸資産の評価の見積りに重要な影響を与える可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建 物 2,038,400千円
土 地 41,675千円
そ の 他 17,770千円

計 2,097,846千円
（2）担保に係る債務

短期借入金 1,700,000千円
１年内返済予定の長期借入金 297,380千円
長期借入金 1,972,400千円

計 3,969,780千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 15,282,639千円
（注）減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

連結損益計算書に関する注記

１．減損損失に関する注記
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

（1）減損損失を認識した資産グループの概要
（単位 千円）

場所 用途 種類 減損損失

中国 事業用資産
建物及び構築物、機械装置
及び運搬具、工具、器具及
び備品

273,443
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（2）資産のグルーピングの方法
自動車用部品の製造及び販売を行う子会社を独立したキャッシュ・フローを生み出す単位と

してグルーピングを行っております。

（3）減損損失の認識に至った経緯
中国の自動車用部品の製造及び販売を行う子会社におきまして、中国国内の需要低迷等によ
り、今後も経常的な損失が予想されるため、減損損失を認識いたしました。
その内訳は、建物及び構築物72,772千円、機械装置及び運搬具189,625千円、工具、器具及

び備品11,045千円であります。

（4）回収可能価額の算定方法
回収可能価額は、使用価値と正味売却価額又は処分コスト控除後の公正価値のいずれか高い

金額で算定しております。
使用価値は、当該子会社において将来キャッシュ・フローが見込めないことから保守的に零

として算定しております。正味売却価額又は処分コスト控除後の公正価値は、外部の専門家の評
価による鑑定評価額もしくは一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標等
を基礎として合理的に算定された金額から処分見込費用を控除して算定しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
普通株式（株） 24,828,600 − − 24,828,600

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年6月24日
定時株主総会 普通株式 198,484 8 2025年3月31日 2025年6月25日

2025年10月31日
取締役会 普通株式 248,106 10 2025年9月30日 2025年11月28日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
決議 株式の種類 配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2026年6月23日
定時株主総会 普通株式 478,830 20 2026年3月31日 2026年6月24日
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社企業グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行など金融機関からの借入
等により資金を調達しております。
受取手形及び売掛金に係る信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。
借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては次のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額（＊） 時価（＊） 差額

（1）リース債務（※５） （190,235） （189,710） △524
（2）長期借入金（※６）

（１年内返済予定の長期借入金を含む） （3,671,240） （3,657,208） △14,031

（3）長期預り保証金（※７） （108,000） （73,208） △34,791

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（※１）現金及び預金
これらは注記を省略しております。

（※２）非上場株式（連結貸借対照表計上額 89,995千円）
市場価格のない株式等は、取得原価をもって連結貸借対照表価額としております。

（※３）受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから注記を省略しております。

（※４）支払手形及び買掛金、短期借入金、未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、注記を省略しております。

（※５）リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。
（※６）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また当社の信用状態は実行
後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられているため、当該帳簿価額
によっております。
固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっております。
（※７）長期預り保証金

一定期間ごとに区分した債務額を返済までの期間に応じた利率により割り引いて算定する方法によっ
ております。
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つ

のレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した

時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算

定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが
それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い金融商品の時価を、時価の算
定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに時価を分類しており
ます。

時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
リース債務 − （189,710） − （189,710）
長期借入金
（１年内返済予定の長期借入金を含む） − （3,657,208） − （3,657,208）

長期預り保証金 − （73,208） − （73,208）

リース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を含む）
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期預り保証金
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来のキャッシュ・フローと、返済期

日までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時
価に分類しております。
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収益認識に関する注記
１．収益の分解

（単位：千円）
アパレルマシナリー事業 オートモーティヴ事業 合計

日本 486,096 1,057,018 1,543,114

中国 3,395,383 1,864,582 5,259,965

バングラデシュ 2,546,103 − 2,546,103

インド 2,055,417 91,796 2,147,213

その他のアジア 1,809,740 1,347,056 3,156,797

米州 1,635,878 3,123,075 4,758,953

欧州 1,051,968 343,649 1,395,617

その他 850,102 − 850,102

顧客との契約から生じる収益 13,830,689 7,827,178 21,657,868

（注）前連結会計年度において、「その他のアジア」に含めていた「インド」の売上高は重要性が増し
たため、当連結会計年度より区分掲記することとしております。

２．収益を理解するための基礎となる情報
「会計方針に係る事項に関する注記」の収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。

３．当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度

2025年4月1日残高 2026年3月31日残高

顧客との契約から生じた債権 8,243,400 6,761,108

契約負債 96,741 168,915
連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」

のとおりです。契約資産の残高に重要性はありません。契約負債は、「流動負債」の「その他」に計
上しております。契約負債は主に、製品の引渡前に顧客から受け取った対価であり、収益の認識に伴
い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債の残高に含まれていた額は、

96,741千円であります。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が１年以内の契約については、業務上の便法を適用しており、当初に予

想される契約期間が１年を超える契約については、重要性がないため、残存履行義務に関する情報の
記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,362円29銭
１株当たり当期純利益 13円22銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格の無い株式等以外のもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定しております。）

市場価格の無い株式等 移動平均法による原価法
（2）デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ 時価法
（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品、仕掛品、貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下による簿価切下げの方法により算定しております。）

商品、原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下による簿価切下げの方法により算定しておりま
す。）

２．固定資産の減価償却の方法
（1）リース資産以外の有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、1998年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならび
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ７〜50年
機 械 及 び 装 置 12年
工具、器具及び備品 ２〜20年

（2）無形固定資産 定額法
（3）リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取
引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の
方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産

リース期間定額法によっております。
なお、主なリース期間は８年です。

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能
見込額を計上しております。

（2）投資損失引当金 子会社に対する投資等の損失に備えるため、子会社の
財政状態等を勘案し、その必要額を計上しておりま
す。

（3）賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担
すべき支給見込額を計上しております。
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（4）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事
業年度末において発生していると認められる額を計上
しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、
退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）によ
る定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）に
よる定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用
処理することとしております。

４．収益及び費用の計上基準
当社は、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：履行義務の充足時に収益を認識する
当社は、工業用ミシンの販売を行っており、製品が顧客へ引き渡された時点で顧客が当該製品に対

する支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断し、収益を認識しています。
なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第30号2021年３月26日）第98項

に定める代替的な取扱いを適用し、製品等の国内販売において、出荷時から当該製品等の支配が顧客
に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品などを控除した金額

で測定しており、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、
当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去

勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書
類におけるこれらの会計処理の方法と異なっておりま
す。

表示方法の変更
（損益計算書関係）
当事業年度における表示方法の変更については、連結計算書類の注記表（表示方法の変更）に記載

した内容と同一であるため、当該記載内容の記載を省略しております。
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会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係

る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

棚卸資産の評価
商品及び製品 264,435千円
原材料及び貯蔵品 1,154,683千円
なお、上記原材料及び貯蔵品に貯蔵品残高は含まれておりません。

会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報については、連結注記表（会計上の見積りに関す
る注記）に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建 物 2,038,400千円
土 地 41,675千円
そ の 他 17,770千円

計 2,097,846千円
（2）担保に係る債務

短期借入金 1,700,000千円
１年内返済予定の長期借入金 297,380千円
長期借入金 1,972,400千円

計 3,969,780千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 3,180,236千円

３．保証債務等
保証債務 関係会社の金融機関からの借入に対し、保証を行っており

ます。
美馬精機株式会社 50,000千円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 3,807,200千円
短期金銭債務 718,059千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高 売上高 7,630,116千円

仕入高 4,407,473千円
販売費及び一般管理費 42,064千円

営業取引以外の取引による取引高 826,349千円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普 通 株 式 887,076株
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金及び賞与引当金等であります。

収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。

関連当事者との取引に関する注記
（単位：千円）

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

(注)４ 科 目 期末残高

子会社 PEGASUS SEWING
MACHINE PTE. LTD.

所有
直接100％

当社製品の
販売
役員の兼任

製品及び部
品の販売
(注)１

4,931,097 売掛金 2,578,543

子会社
PEGASUS
CORPORATION
OF AMERICA

所有
直接100％

当社製品の
販売
役員の兼任

製品及び部
品の販売
(注)１

808,778 売掛金 155,506

子会社 PEGASUS EUROPA
GmbH

所有
直接100％

当社製品の
販売
役員の兼任

製品及び部
品の販売
(注)１

961,952 売掛金 563,508

子会社 ペガサス（天津）ミシン
有限公司

所有
直接97％

当社製品の
製造及び販
売
役員の兼任

外注加工費
(注)２

受取配当金
(注)３

2,539,679

137,671

買掛金 521,333

子会社
PEGASUS VIETNAM
SEWING MACHINE
CO., LTD

所有
直接100％

当社製品の
製造及び販
売
役員の兼任

外注加工費
(注)２ 1,651,555 買掛金 141,986

子会社 天津ペガサス嶋本自動車部
品有限公司

所有
直接90.37％ 役員の兼任 受取配当金

(注)３ 270,975 ― ―

子会社
PEGASUS-SHIMAMOTO
AUTO PARTS VIETNAM
CO., LTD.

所有
直接82.65％ 役員の兼任 受取配当金

(注)３ 370,288 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．製品及び部品の販売は、当社の価格表に基づいて決定しております。

２．外注加工費は、子会社と協議のうえ、合理的に決定しております。
３．受取配当金は、子会社の株主総会にて決定された金額によっております。
４．取引金額及び在外子会社の期末残高には消費税等を含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 689円94銭
１株当たり当期純利益 27円60銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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